
第31期報告書

自2017年４月１日

至2018年３月31日

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

（旧社名　東芝電機サービス株式会社）



(単位:百万円)

科 目

250,360   189,919   

現 金 及 び 預 金 666       1,078     

グ ル ー プ 預 け 金 12,479    107,276   

受 取 手 形 4,114     32,439    

売 掛 金 158,119   14,478    

製 品 及 び 半 製 品 7,473     2,199     

積 送 品 27,738    17,036    

仕 掛 品 23,194    1,594     

材 料 及 び 貯 蔵 品 5,943     1,544     

未 収 入 金 5,474     9,994     

短 期 貸 付 金 5,452     2,276     

前 払 費 用 3,287     43,214    

そ の 他 200       1,171     

貸 倒 引 当 金 △ 3,786 37,925    

121,860   3,364     

42,052    752       

建 物 29,638    233,133   

構 築 物 1,488     

機 械 及 び 装 置 4,386     139,177   

工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,039     10,000    

建 設 仮 勘 定 398       118,660   

そ の 他 100       2,500     

3,756     116,160   

ソ フ ト ウ ェ ア 3,656     10,517    

そ の 他 99        33        

76,052    10,484    

投 資 有 価 証 券 2,655     10,484    

関 係 会 社 株 式 72,278    △ 90

関 係 会 社 出 資 金 269       0         

長 期 貸 付 金 130       △ 91

敷 金 保 証 金 259       139,086   

長 期 前 払 費 用 186       

そ の 他 600       

貸 倒 引 当 金 △ 328

372,220   372,220   

（2018年３月31日現在）

（純資産の部）

（負債の部）（資産の部）

　金　　　額　 　金　　　額科 目

前 受 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

工 事 損 失 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

流 動 資 産 流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

未 払 金

貸 借 対 照 表

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

預 り 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

有 形 固 定 資 産 そ の 他

負 債 合 計

そ の 他

固 定 負 債

環 境 対 策 費 用 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産



(単位:百万円)

361,852          

275,081          

86,771           

72,159            

14,611           

7,455            

4,244             

2,802             

408               

5,046            

342               

2,985             

722               

581               

415               

17,020           

616              

616               

16,403           

3,459             

1,837             

11,107           当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

損 益 計 算 書
　自 2017年４月１日　

　至 2018年３月31日　

支 払 利 息

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

雑 損 失

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 借 料

雑 収 入

営 業 外 費 用

賃 貸 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

早 期 退 職 優 遇 制 度 関 連 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益



　

(単位:百万円)

資本剰余金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

100 － 60 60 33 3,497 3,530 3,690 － － － 3,690

誤 謬 の 訂 正 に よ る
累 積 的 影 響 額

△728 △728 △728 △728

100 － 60 60 33 2,768 2,801 2,961 － － － 2,961

剰 余 金 の 配 当 △3,400 △3,400 △3,400 △3,400

会 社 分 割 に よ る 増 加 9,900 2,500 116,100 118,600 8 8 128,508 128,508

当 期 純 利 益 11,107 11,107 11,107 11,107

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

0 △91 △90 △90

9,900 2,500 116,100 118,600 - 7,716 7,716 136,216 0 △91 △90 136,125

10,000 2,500 116,160 118,660 33 10,484 10,517 139,177 0 △91 △90 139,086当 期 末 残 高

利益剰余金
合　計

当 期 首 残 高

遡 及 処 理 後 当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

株主資本等変動計算書

自2017年４月１日　至2018年３月31日

株主資本 評価･換算差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本
合　計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損  益

評価･換算
差額等
合　計資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合　計

利益準備金



【１】重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

　①時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　②時価のないもの…移動平均法による原価法

(2)デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び半製品…移動平均法又は個別法による原価法

　　　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

積送品…個別法による原価法

仕掛品…総平均法又は個別法による原価法

材料及び貯蔵品…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

２.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)製品保証引当金

(3)工事損失引当金

(4)退職給付引当金

(5)環境対策費用引当金

４.収益及び費用の計上基準

５.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理を採用しています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

(3)連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

(4)端数の処理

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

将来の製品保証に伴う支出に備えるため、過去の実績等を勘案して費用発生見込額を計上しています。

受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡案件のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、当
該事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な案件について、翌事業年度以降の損失見込額を計上
しています。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末
において発生していると認められる額を計上しています。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業
年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。過去勤務費用は、各事業年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理しています。数理計
算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によりそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しています。

「ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処理することが義務付けられ
ているPCB廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるため、その費用見込額を計上しています。

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見
積りは原価比例法）を適用しています。
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【２】誤謬の訂正に関する注記

過去の事業年度における退職給付引当金の会計処理に誤りが判明したため、誤謬の訂正を行いました。

当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映されております。

影響額につきましては、株主資本等変動計算書の「誤謬の訂正による累積的影響額」に記載しております。

【３】貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産

(2)有形固定資産の減価償却累計額 180,495 百万円

(3)保証債務

金融機関からの借入等に関して次の通り保証を行っております。

（単位：百万円）

株式会社東芝 888,641

住宅融資 58

保証及び保証類似行為残高　合計 888,700

（注）株式会社東芝における金融機関に対する借入等888,641百万円の保証について

　　　は、他の関係会社とともに連帯保証を行っています。

(4)受取手形割引高

手形割引高 7,792 百万円

(5)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 15,789 百万円

短期金銭債務 34,036 百万円

【４】損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 22,893 百万円

仕入高 82,001 百万円

販売費及び一般管理費 16,990 百万円

営業取引以外の取引高 4,541 百万円

【５】株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 2,000株

(2)剰余金の配当に関する事項

決議日 2017年６月21日

配当金の総額 3,400 百万円

１株当たり配当額 2,125,000円00銭

基準日 2017年３月31日

効力発生日 2017年６月22日

【６】税効果会計に関する注記

株式会社東芝の金融機関に対する債務額について連帯保証を行っておりますが、当社所有の建物15,936百万円を担保
資産として差し入れております。また、当社所有の西芝電機株式会社、東芝産業機器システム株式会社、東芝自動機
器システムサービス株式会社、株式会社bay eggsの株式の簿価総額6,565百万円を同様に担保資産として差し入れを
行っております。

被保証者 保証債務及び保証類似行為明細書

繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、退職給付引当金等であります。なお、回収可能性を勘案し
た結果、回収可能性がないと判断された部分に対して評価性引当額を計上しております。繰延税金負債の発生の主な
原因は、固定資産圧縮記帳積立金等であります。
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【７】金融商品に関する注記

１.金融商品の状況に関する事項

２.金融商品の時価等に関する事項

2018年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。

（単位：百万円）

       項　　　目 貸借対照表 時 価(*) 差 額

計上額(*)

(1)現金及び預金 666 666 -　

(2)グループ預け金 12,479 12,479 -　

(3)受取手形 4,114 4,114 -　

(4)売掛金 158,119

貸倒引当金 △ 12

158,107 158,107 -　

(5)未収入金 5,474 5,474 -　

(6)短期貸付金 5,452

貸倒引当金 △ 3,774

1,678 1,678 -　

(7)関係会社株式 2,546 3,662 1,116

(8)支払手形 (1,078) (1,078) -　

(9)買掛金 (107,276) (107,276) -　

(10)未払金 (32,439) (32,439) -　

(11)未払費用 (14,478) (14,478) -　

(12)未払法人税等 (2,199) (2,199) -　

(*)負債に計上されているものについては（　）で示しています。

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)グループ預け金、(3)受取手形、(4)売掛金、(5)未収入金、並びに(6)短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(7)関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっています。

(8)支払手形、(9)買掛金、(10)未払金、(11)未払費用、並びに(12)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品(*)

（単位：百万円）

項　　　目 貸借対照表計上額

投資有価証券 2,650

関係会社株式 69,732

関係会社出資金 269

(*)上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが

　 極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

当社は、資金計画に基づき短期的な運転資金を株式会社東芝からの借入により調達しています。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。
また、投資有価証券である株式のうち、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。
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【８】関連当事者との取引に関する注記

１.親会社及び支配株主

（単位：百万円）

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

株式会社東芝 資金の貸付 -　 グループ預け金 12,479

受取利息 46 未収入金 2

支払利息 336 未払金 69

（注１）（注２）

経費の支払等 112,095 未払金 12,751

会社分割

（注３）

分割資産 299,167 - -　

分割負債 170,750 - -　

- -　 債務保証等 888,641

（注４）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付・借入等については、市場金利を勘案して一般の取引条件を参考に両者協議の上決定しています。

（注２）資金の貸付・借入等については、当社グループ内資金の有効活用を目的としたキャッシュマネジメントシステム等を利用し、

　　　　取引が反復的に行われているため、取引金額の記載を省略しています。

（注３）会社分割についての詳細は、「その他の注記　重要な会社分割」に記載しております。

（注４）株式会社東芝の借入金等に対して、連帯で債務保証を行っています。

２.子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

製品の仕入 16,597 買掛金 6,168

（注１）

資金の援助 資金の貸付 -　 短期貸付金 5,000

貸倒引当金 3,774

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しています。

３.兄弟会社等

（単位：百万円）

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

製品の販売 10,260 売掛金 4,048

（注１）

12,003 買掛金 6,399

11,308 買掛金 5,452

10,736 買掛金 4,507

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しています。

属性

資金の預入等
経費取引
連結納税
会社分割

債務保証等
役員の兼任

連結納税に伴う
支払予定額

子会社 東芝照明プレシ
ジョン株式会社

所有
直接100%

親会社 被所有
直接100%

属性

子会社 東芝産業機器シ
ステム株式会社

所有
直接100%

製品の仕入等
役員の兼任

属性

親会社の
子会社

東芝インタ―ナ
ショナル米国社

所有
なし

製品の販売等
役員の兼任

製品及び棚卸資産
の仕入

（注１）
親会社の
子会社

東芝デジタルソ
リューションズ

株式会社

所有
なし

製品及び棚卸資産
の仕入等

製品及び棚卸資産
の仕入

（注１）

親会社の
子会社

東芝プラントシ
ステム株式会社

所有
なし

製品及び棚卸資産
の仕入等

親会社の
子会社

東芝エネルギー
システムズ株式

会社

所有
なし

製品及び棚卸資産
の仕入等

製品及び棚卸資産
の仕入

（注１）
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【９】１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 69,543,248円91銭

１株当たり当期純利益 5,845,970円01銭

【10】その他の注記

重要な会社分割

１.会社分割の概要

当社は、株式会社東芝の社内カンパニーであるインフラシステムソリューション社を会社分割により承継しました。

(1)会社分割日 2017年７月１日

(2)承継した事業の概要 社会インフラ事業関連の製品・システムサービスの開発・製造・販売

(3)法的形式を含む取引の概要 株式会社東芝を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

２.実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等と
して処理しています。
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